Economic Consequences of the Accounting for the Privatization of the Nippon Telegraph and Telephone Public Corporation (2) by 醍醐, 聰
Title電電公社民有化会計の経済的帰結(2・完) - 設備負担金の処理を中心に -
Author(s)醍醐, 聰










生成期のマー ケティング論〔上〉・・.......…日目 a近藤文 男 1 
電電公社民有化会計の経済的帰結 (2・完〉ー醍醐 聴 泊
多国籍企業の地理的展開における
研究活動の役割・ ・・・・ ・・・ジャ yカノレロ・ノンニ兄 35 
12月危機とシャハト ・・・・・・・・・‘山中浩司 53 
修正寄与率についての一試論 ・・・・ ー橋本 勝 69 
書評
David Reisman， The Econ仰 ucsof Alfred 


























減額後の旧公社の簿価純資産に相当する現物山資額 (NAy'ニ NAy一CCy た
























て売却可能隈度数いっぱい(発行済株式総数の 3分の 2，すなわち 44，347，680
株)の新会社株式を 般に公開するとした場合，公開価格が旧公社の自己資本
























































竜電公社民有化合計の経済的帰結 (2 完〕 (317) 23 
1 I 5 . 2.1 52.1 ¥ 
MVX416XIK十百十 87.4ー =49.2(万円) ( 2) 
となり，圧縮記帳をした場合の佃， すなわち，
1 15 14.6. 64.7 ¥ 
MVx'=81れ -j¥  +百十訂正j二日7.4(万円) ( 3) 
に比べて，かなり落ち込みはするが， その割合は交付株式数の増加割合くNx/














1 I 5 . 9.01 . 205.9 ¥ 
































29) 30) 電気通信料金問題調査研究会「電気通信サー ビスの料金の在り方に関する研究J1983年，
9ベージ。



















































































































3の よれらについては，醍醐l 前掲喬， 133ペー ジを参照いただきたい。
37) U. S. Federal Power Commission， Federalαld State Commission Jurisdiction aηd 
Regulation of Electric， Gas， and Telephone Utilitu:s， 1973， pp. 61-62a 
38) U. S. Federal Power Commission. op. cit.， pp. 26-29 
これ以外の州も含め，一般にアメリカでは. r需要者[工事]前払金. l工事〕助成金，うを掴
回定資産は料金決定にあたっては同じ取り扱いがなされている。つまり，規制委員会はレー ト
ベ ス算定の際1 これら[を財源とLて取得された〕固定資産を除外するJ(J ames E. Suelfiow.' 
Public Utility Accouηting: Theory and Atplicαtωn， 1973唱 pp. 183~184.) のが通閣であヲ
た。なお， Rob ert L Hahneヲ GregoryE. Ali庇.and De!oitte Haskins & Sells， Acc叫財閥gfor 
Public U;れlities，1984， p.4-30をも参照u
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会は1969年 1月 1日に電気事業会社 (A，B種)の統 勘定体系を改訂し，そ
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42) “Recent Cases On Customer Contrlbutions，" Public Utilities Fortnightly， Vol. 99. No. 10， 
May 12， 1977. p. 48 
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44) “Recent Cases On Customer Contribl1tions，" Public Utilities Fortnightly. VoL 103， No. 
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電電公社民有化会計の経済的帰結 (2 完〕 (327) 33 
形でそれを加入者に還元する措置がとられてしかるべきであろう。
そこで，仮に，現行商法の枠内で実行可能な具体的措置を検討するとするな
ら，商法第293条 3の規定を運用した無償交付を伴う資本準備金の資本組み入
れは実施しないものとし，欠損填補目的にのみ当該資本準備金の取り崩しを許
容することによって，単年度欠損を根拠にした料金引き上げを食い止める政策
を提言することができるであろう G しかし，超優良企業の新会社が近い将来に
欠損企業に転落する己とはありそうにないから， ιのような筋書きどおりに資
本準備金が料金引き上げの緩衝帯として作用する見込みはほとんどない。
むしろ，旧設備負担金の効用をその拠出者たる加入者に，より確実かっ直接
に還元させる方法としては，新会社の今後の料金形成の場で次のような 2つの
措置を講じるととの方が有効であると思われる。ひとつは，旧設備負担金に対
応する償却性資産の減価償却額を料金原価構成要素としての事業費用から除外
するという措置である。その根拠は本稿VI節で既に論じたつもりなので再論し
ない。いまひとつは，近い将来に新会社がレート・ベ 旦方式の料金決定原則
を採用するとした場合に，旧設備負担金相当分だけレート・ベ-7-を引き下げ
ることによって，加入者に犬山、L 自らが負担した投下資本につき，さらに他
者〔株主〕に帰属する事業報酬の負担をも求めるといった不公正な所得(負担)
配分の実現を排除するということである。
民有化の時点で旧設備負担金が前受収益処理も圧縮記帳処理もされず，資本
(準備〉金化されてしまった現時点で，このような措置を求めることは，設備
負担金をめぐる会計の論理と料金政策の論理の阻齢を意味することは否めない。
しかし，本稿でのこれまでの考察に従うなら，かかる幽臨を生み出した責は旧
公社時代の誤った会計の論理に帰せられなくてはならない。とすれば，そうし
た誤った会計の論理から生み出された会計情報が新会社の今後の料金形成に組
み込まれて所得と負担の不公正な配分を拡大再生産することのないよう，過去
の誤った会計の論理の遺産としての会計情報にとらわれない，所得と負担の公
正な配分に配意した料金政策目独白の論理を貫くことが肝要であろう G そして，
34 (泣8) 第139巷第4・5号
そのためには，さしたる論証も実証もないまま設備負担金を観念的に加入者地
出資本と理解してきた会計上の通説を清算し，設備負担金の本質が新規加入者
による料金外での〔割高な〉架設工事原価の一括事前補償(対価の前払い〕と
いう点にあったことを認識することが不可欠の要件となるであろう。この意味
で，わが国の電気通信事業における設備負担金の会計的性格をめくる理論上回
対立ならびに資本剰余金説に従った旧公社時代の設備負担金の会計処理の経済
的影響は旧公注目民有化をもって終息したわけではなく，新会社の今後の財
務・料金政策になおしばら〈は影を落し続けるであろう。また，設備負担金の
会計処理の経済的影響をこのように民有化後の新会社の財務・料金政策との関
わりにおいて追跡することは，企業再編成に係る会計基準，会計情報と利害関
係者の経済的厚生との緊張関係を鮮明に例証する意味からも有意義であろう。
〈本稿は昭和61年度文部省科学研究費一般研究 [C]にもとづく研究成果の一部であ
る。〕
前稿(第139巻第2・3号〕の訂正
2ベージ 5行目から7行目
誤 「さもなければ旧企業の株主が失って，あるいは当該増価を旧企業が計上した累
積欠損の補棋に充てることによったはずの持分(払込資本，留保利益〕を温存す
る・」
正「あるいは当該増価を旧企業が計上した累積欠損の補填に充てることによって，
きもなければ旧企業の株主が失ったはずの持分〔払込資本，留保利益〕を温存す
る」
